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Abstract
ThepurposeofthispaperistoanalyzetherelationbetweenlsraeliwaterpolicyandtheSix
DayWarlnJapan,therearemanyanalysesabouttheconflictoftheSixDayWaLHowevermost
ofthemignorethewaternegotiationsinthisregionThispaperfOcusesonthedistributionof
waterresourcesintheJordanRiverBasinandthescarcityofwater・Andinsiststhattheregion1s
waterrightsmustofnecessitybeincludedinanyagreementbetweenthecountrieslnl922，
Jordanwasanindependentstate,attheverytimethattheJordanRiverwasrecognizedasan
mternationalriveLFroml935untill955,thisleglonwasmvolvedmnegotiationsoverdevelopmental
plans,butalloftheplanswerenotinagreementlnl959,IsraelbegantowolkontheNational
WaterCarrierprqject,whichcausedsomeattacksfromtheArabcountriesThepaperbringsto
hghtwhatwasactuallybemndthisconflict．
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「国際環境と平和へのプランについて」の一環と
して中東地域の水問題を論じている2)。しかし，
全体的にみると，日本では水問題についての議論
が十分に論議し尽くされているとは言いがたい。
地政学の例えでいえば，水にまつわる領土と流域
の問題は，「水政治学」として十分に検討される
べきであろう。
ヨルダン川はレバノン，イスラエルとシリア国
境にあるヘルモン山（2812ｍ）の湧水群を水源とし
て，死海に注ぐ360kｍの国際河川である。ヘルモ
ン山からの湧き水はハスバニ川，ダン川，バニヤ
ス川となってゴラン高原を南下，フラー渓谷を
通ってガリラヤ湖（標高マイナス212ｍ）に流れこ
む。ガリラヤ湖を流れ出たヨルダン川は，シリア
とヨルダンの国境を流れる河川ヤルムーク川の流
入を加えて，ヨルダン川本流となり，イスラエル
あるいはヨルダン川西岸とヨルダンの間を南下し
はじめに
1967年６月５日にイスラエルと周辺アラブ諸国と
の間で勃発した６日戦争は6日間のうちにイスラエ
ルがゴラン高原，ヨルダン川西岸，シナイ半島を
占領して停戦に至った。
この6日戦争勃発の要因については，これまで日
本で発表された中東の国際関係を論ずる論文の多
くは主に政治的要因をめぐって検討をおこなって
きた。それらの論文の中ではイスラエルの水政策
と国際河川であるヨルダン川流域の水利権争いが
単なる－要因として言及されることはあったが，
しかし，それ以上の重要な要因として考察を加え
られることはあまりなかった。このように軽視さ
れてきた問題であるが，1970年代に月川倉夫教授
が国際法の視点から考察を加えている')。また，
2000年代に入ると高知工科大学村上雅博教授が
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命(1918-20)，ロシア・ポーランド紛争(1919-20)が続
き，それを逃れたロシアからの移民の増加がみら
れた時期であった。その多くがナザレの南に位置
するエズレルバレーから湧泉のあるエイン・ハ
ロッドバレー，それに続くヨルダン川流域ベト・
シャンバレーまでの間の農園に定住していく6)。
生活用水，農業用水の確保は湧水と地下水に大き
く依存していた。しかしそれも決して十分とはい
えなかったのである。
この地域の中心的河川であるヨルダン111下流が
オスマントルコ統治終了時の領域決定において重
要な政治的役割を果すようになったのは，１９２２
年，国際連盟がイギリスにパレスチナの委任統治
権を与え，当時の殖民地相ウィンストン・チャー
チルがヨルダン川東岸のトランスヨルダンを首長
国とする案を考え出し，それが現実となったから
である。この時点でヨルダン川は上流から下流ま
で国際河川となりその後，さらに'948年のイスラ
エル建国以後もイスラエル，レバノン，シリア，
ヨルダンにおいて水利権と紛争が結びつく要因と
なった。
ユダヤ人の入植はヨルダン川より西の地域に集
中するようになった。後にヨルダンは独立国家と
なり，1967年の６日戦争後ヨルダン川は軍事停止
線となるのであった。
イギリス委任統治下でシオニスト組織は経済安
全保障としての水確保に取り掛かった。1924年に
入るとポーランドからの中産階級ユダヤ人の移民が
増加した。彼らは地中海沿岸の都市に多く定住し，
その結果，1947年まで都市人口が膨れ上がり都市に
は小規模の町工場や商業地区が増えていった7)。地
中海沿岸地域の中心的都市ごとに1922年と1946年
の人口をみると，エルサレムは62,578人から164,440
人，ヤッフオ32,524人から101,580人，ハイファ
24,634人から145,430人，テルアビブ15,185人から
183,200人と増えている。地中海沿岸都市の飲料
水，生活用水，工業用水の確保に関しては，例え
ば，ハイファはキション川から，テルアビブはヤ
ルコン川から取水したり，地下水が汲み上げられ
たりした8)。
て閉鎖湖である死海（標高マイナス405ｍ）へ流れ
る。
第一節では，1948年のイスラエル建国以前から
作成されてきた，国際河川としてのヨルダン川に
関連する国際水開発計画を概観する。第二節で
は，それらを意識しながら，６日戦争に至るまでの
イスラエルの水政策の推移をみていく。数カ国に
またがる水開発計画は各国間調整がとれず，つい
に実施されることはなかったのだが，他方，イス
ラエルは国営水輸送網を1964年に完成させた。そ
れは移民吸収政策と深く関連したプロジェクトで
あった。第三節は，このような国際水開発計画の
不調とイスラエルの水政策が6日戦争においていか
に重要な要因となったかをあきらかにし，今後の
考察（6日戦争後のイスラエルと周辺諸国の経済関
係と水政治学的関係はどのようなものであった
か，この地域に有効で実現可能な水開発プランと
はどのようなものであるべきか）につなげていき
たい。
第一節国際河川としてのヨルダン川と水
利権
ヨルダン川が国際河川として政治的意味合いを
深めたのは，1922年のことだった。それ以前のオ
スマントルコ統治下では，ガリラヤ湖以南のヨル
ダン川よりむしろ政治的に意味があると考えられ
ていたのは，リタニ川，ハスバニ川，ガリラヤ湖
であった3)。後にイスラエル初代大統領となるハ
イム・ワイツマンは1919年「経済は言い換えれば
水供給という意味になる」と発言する4)。これは
リタニ川，ハスバニ川，ガリラヤ湖そしてヤル
ムーク川流域のユダヤ人の入植を意識した発言で
あった。
しかし実際の入植地域はそこではなかった。イ
ギリス統治下パレスチナで1919年に648,000人だっ
た人口は1922年に752,000人と3年間で約100,000人増
加していた5)。また1914年に13だった集落数は1931
年に23と増加していた。1922年以前の時期は第一
次世界大戦後，ボルシェビキ革命，ロシア市民革
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フランスとイギリス問でこの地域の分割が行わ
れる際，シオニスト組織はリタニ川とガリラヤ湖
上流のダン，バニヤス，フラー湖からイギリス統
治下パレスチナへの水補給を希望するが，1923年
最終的にフランス，イギリス間の合意として，リ
タニ川はレバノンへ，ガリラヤ湖上流地域はフラ
ンス統治シリアへ組み込まれる。またヤルムーク
川はシリアとヨルダンの境となる。この区分けは
後にイスラエル，レバノン，シリア，ヨルダンの
領域決定に大きな影響を与えることとなる。
ユダヤ移民の入植地はヤルムーク川流域まで広
がる気配をみせていたが，領域決定とともにガリ
ラヤ湖近辺から現在の北部イスラエル，エズレル
平野に集中した9)。テルアビブ近辺の地中海沿い
に位置するシャロン平野では，水源はヤルコン川
よりも沼地や比較的浅い場所にある地下水に求め
ざるをえなくなった。深さ20ｍから120ｍにある地
下水がポンプによって汲み上げられ，灌概事業に
使用された。1930年代になってエルサレム，テル
アビブ，ハイファの地中海沿岸三大都市に移民が
増加する一方で，ユダヤ機関は1936年から1939年
の3年間に55の農園を建設する計画を建てて移民を
送り込こむ'0)。それに伴いアラブ人との間の摩擦
も激しくなっていった。1914年に47カ所であった
ユダヤ人入植地は1948年には326カ所となった。そ
の内訳は原始共産制集団農場キブツ177,小規模集
団農場モシヤブ104,村落45であった'1)。農業は果
樹園が主体だったが，野菜農園，麦畑も増え，そ
れにつれて農作物の種類が増加していった。
1932年から1938年にはヨーロッパから大量の移
民が流れ込む。このときだけで，政治不安とドイ
ツナチスから逃れて移住する人たちを含めて
197,235人の大量移民がイギリス統治下パレスチナ
に押し寄せた。イギリスは1939年から5年間ユダヤ
移民を75,000人に留める規制を設けた。しかし，す
でにイギリス統治下パレスチナには1919年から
1940年まで116,796人の移民があった（当地に長期
間留まった者に限定）。
1940年には失業率が11.1％にまで跳ね上がってい
るが，その後，移民流入が規制されていたこと
と，ユダヤ基金などの導入があったため，移民吸
収は順調に進み，1941年に失業率は5.5％に下がり
落ちつきをみせた12)。結局1948年のイスラエル建
国までの移民は452,306人となった。
都市では石油，水，道路整備網といったライフ
ラインの建設が進んでいった。石油はイラクから
のパイプラインがヨルダン川を越え，イスラエル
に入り，ベト・シャンからエズレル平野を通り地
中海沿岸のハイファまでイスラエル北部を横断し
ていた。
1919年,イスラエル人口の10％だったユダヤ人人
口は1947年には33.2％となり，イギリス統治下パレ
スチナの経済は1920年から1947年まで13.7％の経済
成長を遂げた。しかし，それと同時に水供給の問
題は深刻化していった。
1944年ユダヤ機関はアメリカ人のウオルター・
クライ・ローダーミルクを国土天然資源保護サー
ビス社の取締役に任命して彼の著作PαﾉＭ"ｃｈｕ"ｄ
ｑ/P､〃Sｃ（1944）を通じて水政策プランを発表す
る。
それはアメリカのテネシーバレー・オーソリ
テイーに倣い，ヨルダンバレー・オーソリテイー
を設立し，干拓，灌概，電力発電開発を推進しな
がら移民を吸収し都市を建設していくというもの
であった。それによると，ヨルダン川上流から水
路を引きヨルダンバレーを灌概しながら南下きせ
ネゲブ砂漠まで水を供給する。さらに，ヨルダン
川の流入水量減少による死海の水位低下を補充す
るために地中海から死海へ海水を導入し，そこで
水力発電も行うことが構想された。
このうちヨルダン川上流からネゲブ砂漠までの
水路による淡水導入計画は９年後国営水輸送網と
してレビ・エシユコル首相によって着工，1964年
稼動を開始することとなる。死海への海水導入プ
ランはローダーミルクプランから４１年後の1995年
和平合意の際に，元法相ヨッシイ・ベイリンに
よって発表されたピース・エコノミーでも改めて
提案されることになる'3)。
1944年，この提案を受けてユダヤ機関はパレス
チナの水資源研究のためにユダヤパレチナ国営水
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会社「メコロット」を設立し現在に至っている。
ローダーミルクの提案は，1948年にアメリカ人技
師ジェームス・ヘイズの計画案の叩き台となり，
同計画は「ヨルダン川におけるテネシーバレー・
オーソリテイーの提案，パレスチナの灌慨，水力
発電開発」として発表されるのであった。
ところでこれらの計画の前提には水源の確保が
あった。そのうちイスラエル建国までにユダヤ機
関はレバノン，トランスヨルダンとの交渉で水利
権に関する交渉を成立させている。すなわち，ま
ずヨルダンとの間では1923年ヤルムーク川流域に
おいてピンハス・ルーテンベルグ経営のルーテン
ベルグ社がダム建設と水力発電の70年間の権利を
取得した'4)。それを受けて同社はヤルムーク川と
ヨルダン川の合流点ナハライムにルーテンベルグ
ダムを建設し（1932年に工事は終了するが同年の
災害によりダムの一部に被害が出たため，本格的
始動は1933年６月６日となった)，ヤルムーク川の水
と引き換えにトランスヨルダンへ電力を供給し
た。このダムの完成式典にはヨルダンのアブドラ
国王も出席した。（1948年の独立戦争の際このダ
ムはイラク軍によって破壊され，協定は無に帰し
た。）
ところが'939年になるとトランスヨルダン政府
は，開発局長であったイオニデスが建てたプラン
（イオニデスプラン）を推進しようとイギリスへ
働きかける。その計画はヤルムーク川とヨルダン
川合流点より上流からヨルダン)11束岸へ灌概用水
路をひくというものであった。この計画発表は水
と電力の交換を前提として協調体制をつくろうと
するシオニスト機関にとっては，その考えに水を
さすものと映った。
さらにルーテンベルグ社は1944年から1945年に
かけてレバノンとリタニ川の共同開発を検討した
のであった。それはリタニ川を分流する見返りと
してルーテンベルグ社がヘルモン山からヨルダン
バレーとの落差を利用した水力発電を行いレバノ
ンへ電力供給するというものであった。水と電力
の交換は，地域協定をもたらすかに見えた。その
かたわらで，シオニスト機関はレバノンの租借地
委員会から1934年に始まったガリラヤ湖上流のフ
ラー湖周辺の地権を買い取り，湿地帯を排水し農
地に変えるという交渉を継続して行っていた。た
だしこの実現は1950年代まで待たなければいけな
かった。
1948年イスラエル建国と同時に勃発した独立戦
争は，1949年になって国連の仲介で各国との個別
交渉により休戦協定が結ばれる。領域は変化し，
ヨルダン川西岸はヨルダン，ガザはエジプトの管
理となったのである。北部水源においてハスバニ
はレバノン領となり，バニヤスはシリア領となっ
た。ガリラヤ湖へ至るまでのヨルダン川はシリア
との休戦ラインとなり，さらに休戦ラインはガリ
ラヤ湖東岸１０ｍを南下した。その結果，ヨルダン
川は，４分の１がイスラエル，４分の3がヨルダン領
域内を流れることとなった。このような領域の変
化と政治的緊張を孕みながら，1949年から6日戦争
直前までの時代には，ヨルダン川流域各国による
混沌とした水政策の議論が交わされ，アメリカと
国連が協調政策をもって介入した。しかし，合意
をみることはなかった。
これらのプランでは，この地域が領域紛争の
真っ只中にあることが考慮されていなかった。善
意によって協調を進めることの困難は当初から十
分に予想されていた。
イスラエルはこの時期，すでに水の汽水化を確
認している。ガリラヤ湖の水には１リットルあた
り250mgから400mgの塩分が含まれていた。後に塩
化は地下水まで及び，ヨルダン川最下流の死海は
水位が著しく低下したために最も水位の低い瓢箪
型のくびれの部分が干上がり，南北に分かれ，水
路でつながれることになる。環境汚染が十分に予
測されうる状態であったことも覚えておくべきで
あろう。休戦とともに各国は独自の水政策にとり
かかる。
イスラエルはローダーミルクプラン，ヘイズプ
ランにフラー湖の干拓も加えたオールイスラエル
プランを1951年に発表する。
ヨルダン川西岸地区からの大量移民を抱え，イ
スラエルと同じく水供給が急務となったヨルダン
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'よ'950年アメリカ企業と合同でマクドナルドプラ
ンを創案し，さらにそれがもととなって1952年に
ブンガープランが発表された。これはヤルムーク
川のマカリーンにダムを建設することを骨子とし
たものであった。しかしイスラエルは休戦状態と
はいうものの友好関係を結んでいないヨルダンが
ヤルムーク川上流で水量コントロールをすること
に合意しなかった'5)。
1950年，国連はアメリカのテネシーバレー・
オーソリティーの取締役ゴードン・クラップに中
東へ経済調査団を送り込むことを依頼し，同調査
団は実際に派遣された。そして同調査団はヨルダ
ン川流域に灌概が必要であるという結果を踏まえ
て1952年，主としてヨルダン国内のヨルダン川利
用に関する計画を発表する。発案者のアメリカ人
チャールズ・メインの名前からプランはメインプ
ランと呼ばれる。
メインプランの背景にあったのは流域内の水利
用優先原理であった。しかし，流域優先原理が働
くとイスラエルには流域外のネゲブ砂漠への水供
給が保障されない。紛争地域にこうした通常の原
理を適応することは水利権の解決をいっそう困難
なものとしかねない。なぜなら水資源を国際河川
に大きく依存するイスラエルのような国にとっ
て，流域内水利用優先原理が働いた結果自国の水
配分が減少することがほぼ確実であるようなプラ
ンが受け入れがたいものであったのは明らかだっ
たからである。地形的に不利な状態におかれた国
があるにもかかわらず，国際法上の先例があるか
らといって，流域優先原理を適応することは妥当
であるかどうか。そうした問題が何一つ議論され
ないまま，イスラエルがただちにプランを受け入
れることは難しいことであった。また，メインプ
ランの中にもイスラエル領域内のガリラヤ湖を貯
水池化する構想があり，その点ではイスラエルの
意見が取り入れられていたものの，アラブ諸国に
とっては受け入れ難いものであった。さらにこの
プランではヨルダン川上流の支流でありレバノン
領域内にある非国際河川のリタニ川，あるいはシ
リア領内となったハスバニ川が考慮されていな
かつた。このことが，状況をいっそう複雑にする
恐れがあった。1954年アラブ連盟議会とイスラエ
ルはメインプランの代替案を相次いで提案する。
アラブプランとコットンプランである。アラブ
プランは最初イスラエルのヨルダン川水利権を認
めなかったが，最終的にはイスラエルの流域国と
しての水利権を認めたうえで，ヤルムーク川に貯
水池式ダムを建設し，シリアへの水配分を40％上
乗せすることを提案する。
他方，1954年イスラエルの水政策アドバイザー
であるアメリカ人ジョン・コットンがレバノンの
リタニ川の淡水をガリラヤ湖に導入することを提
案する。さらに同プランではヨルダン川水源の河
川の水をナザレ近郊の貯水池にいったん運び，そ
れをネゲブ砂漠まで導水することも可能であると
指摘されている。
双方のプランは先にあったメインプランととも
に協議され，1955年のジョンソンプラン（正式発
表名称は統合プランであり，ジョンソンプランは
通称，以後ジョンソンプランとする）に包括され
ていくのである。国連とアメリカのアイゼンハ
ワー大統領が1953年に中東へ送り込んだ技術協力
開発事業団のエリック・ジョンソンは，最終的に
ヨルダン川の水配分量を定め，水利開発と配分を
管理するオーソリティーの設立を提案する。また
開発プロジェクトの資金提供は国連とアメリカに
あおぐものとされた。アメリカは資金の3分の２ま
で負担する意向を示している。それを受けてイス
ラエルはリタニ川からの淡水導入を棚上げするこ
とになり，アラブ諸国はガリラヤ湖の貯水池化と
イスラエルのネゲブまでの導水による流域変更に
理解を示すことになったのである。しかしなが
ら，この国際共同開発構想の水配分はイスラエル４
億㎡，ヨルダン72億ni，シリア1.32億㎡，レバノン
０．３５億㎡という点においてメインプランを踏襲す
るものであり，コットンプランで12.9億㎡を試算し
ていたイスラエルにとっては水配分に不満があ
り，双方の理解が得られないまま時間は過ぎて
ジョンソンプランは挫折していくのである'6)。
そうしたなか1953年イスラエルがフラー湖南端
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た。水汲み上げに要する電力の増加傾向は1970年
代まで継続する'9．全長130kｍの国営水輸送網北部
では，トンネルも使用され水路のコントロールシ
ステムにはアメリカのモトローラー社の技術が導
入されている。
一方ヨルダンは1957年に東ゴール灌概幹線水路
計画をたて，1959年に着工，1961年に第一期工
事，1966年までに第三期工事を完成させている。
ジョンソン・プランが挫折して後，各国が独自に
灌慨水路建設に乗り出し，その結果，ヨルダン)|｜
下流の水量の減少が起きていた。そうした状況下
でヨルダンは東岸のゴール沖積平野の灌慨には熱
心であったが西岸については地下水帯からの汲み
上げに頼るものとして，灌概水路の必要性を認め
ていなかった。水は有限な天然資源であり，さら
に乾燥地帯で起こった水の争奪がヨルダン川西岸
地区の将来にどのような影を落とすかは考慮され
ていなかったのである。こうした近視眼的な水開
発計画は，死海の水位の低下，水の塩化と土壌の
悪化など環境破壊を進め，将来に解決を引き継ぐ
ことになったのである。
ソンプランは通称、正式名を統合プランとして発表された
（ブノットヤコブ橋）においてフラー湖干拓を
開始し，ガリラヤ湖南のダムの流水口を閉鎖した
ため，ヨルダン，シリアとイスラエルの間に緊張
が高まる17)。イスラエルは1948年から大量移民を受
け入れていた。1951年までにイスラエルの人口は
23.7％増加，ユダヤ系人口は1,404,400人となり1954
年にはユダヤ系の人口がイスラエル全体の89％に
達する。1958年使用可能水量12.74億niのうち生活
用水1.96億ni，工業用水0.46億ni，農業用水10.32億
､iが消費されていた。農業灌慨に使用する水量が
群を抜いて多量である傾向は1970年代まで確実に
続いた'8)。
イスラエルは1953年に国営水路の取水工事に取
り掛かったものの，取水予定地のヨルダン川上流
地域ブノットヤコブは軍事管理地域であった。
そのため国連とアメリカから工事中止の勧告を受
け，さらにアメリカからの資金援助を断たれたた
め，取水口をガリラヤ湖北西のエシェド・キネロ
トヘ変更した。しかし予定地より下流からの取水
となったため，水質は塩化し，さらに標高マイナ
ス212ｍからの取水は水の汲み上げに大量のエネル
ギーを必要とするものとなった。工事はネゲブ砂
漠のキブツ・マゲンまで到達して1964年に終了す
る。イスラエルが1965年の水汲み上げに要した電
力は8.4億kHz，前年の6.79億ｋＨｚより８％増加し
第二節イスラエルの水政策
1948年の建国から1967年までの19年間はイスラ
エルが大量移民を受け入れつつ，独立戦争，シナ
イ作戦，消耗戦争，６日戦争を経験した激動期で
あった。人口は1948年の914,700人から1967年には
2,776,300人に増加し，そのうちユダヤ系人口は
758,700人から2383,600人となった。食料，飲料水，
生活水の国内消費も増加した。一方西岸地区をも
抱え込んだヨルダンには，イスラエル領内から概
算ながら700,000人から900,000人ともいわれる大量
の難民が流入し80％の人口増加を経験していた。
そのうち西岸地区へは,450,000人の移動を受け入れ
た。シリアは300,000人受け入れた20)。
初代首相ダピッド・ベングリオンは国の産業は
農業であると位置付け，農業政策のなかでも食料
の自給自足を主要な目標として掲げた。その背景
には建国直後から続く大量移民の吸収と周辺アラ
年 開発計画 国名
1939 イオニデスプラン トランスヨルダン
1944 ローダーミルクプラン イスラエル
１９４８ ヘイズプラン シオニスト機関
1950 マクドナルドレポート ヨルダン
１９５１ オールイスラエルプラン イスラエル
1952 プンガープラン ヨルダン／Ｕ､S・Ａ
1953 メインプラン 国連
1953 イスラエル７カ年計画 イスラエル
1954 コットンプラン イスラエル
１９５４ アラブプラン アラブ連合
1955 ジョンソンプラン★ Ｕ､S・Ａ
１９５６ イスラエル10カ年計画 イスラエル
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ブ諸国との紛争に対応するための水，食料の自給
が目的としてあったのである。
イスラエルは1949年の休戦で，淡水源の幾つか
を国内に留めておくことができなかった。ヨルダ
ン川上流の湧水であるダンは休戦ラインからシリ
ア領内１００ｍ，ハスバニはレバノン領内数キロメー
トルとなり，そこからガリラヤ湖へ流れ込む川も
シリア領にあった。さらにヨルダン川最大の支流
であるヤルムーク川が流入するエル・ハマは軍事
調停域内となり，死海は3分の1がイスラエル，３
分の2がヨルダンとなった。
1948年イスラエル建国と同時に水政策課が農業
省の－部門として発足し，ユダヤ機関と国営ユダ
ヤ基金によって「タハル社」（イスラエル水計
画）が設立された21)。イスラエルの水政策は建国以
前からイスラエル建国の際の領域決定を強く意識
して計画されてきた。前節で見たように1948年に
アメリカ人技師ジェームス・ヘイズが計画案「ヨ
ルダン川におけるテネシーバレー・オーソリ
テイー提案，パレスチナの灌慨，水力発電開発」
を発表した。この計画案はローダーミルクプラン
をさらに発展させたものとなっている。ついで
1951年にオールイスラエルプランが発表され,フ
ラー湖の干拓，灌概事業が着手されたのである22)。
1948年から1949年の耕作地はL650klii,そのうち灌
概面積300kli，植林53kliiであったが，1954年から
1955年には耕作地面積3.590kli，灌概面積890kli，植
林l95kliiへと増加する23)。
人口の増加，耕作地の拡大に伴い，ダビッド・
ベングリオンは自らもネゲブ砂漠のキブツ，ス
デー・ポゲルに移住して国土の南半分をしめる砂
漠地帯，ネゲブヘの水供給と開拓を推進したので
ある。
1953年にイスラエル政府は国営水輸送網の工事
に着手した。ガリラヤ湖を貯水池とし，その水を
輸送パイプあるいは水路によって，ネゲブ砂漠ま
で輸送するこの計画は，ローダーミルクによって
提案されへイズに受け継がれたものであった。し
かし取水口ブノットヤコブが軍事調停地域内で
あったため，シリアは工事現場に攻撃を加えた。
シリアはイスラエルが大量の水をヨルダン川流域
外のネゲブ砂漠へと取水することに強い不満を抱
いていた。その根拠は流域内優先原理である別)。こ
のように流域内優先か領域内優先かに決着をつけ
ないまま，この局面に至ったことが衝突の根底に
ある。このときの衝突には国連とソ連，アメリカ
が介入したこともあり，イスラエルは取水口をガ
リラヤ湖北西のエシェッド・キンロッドに変更
し，1954年に工事を再開した。イスラエルはブ
ノット・ヤコブで取水が可能な場合，自然の落差
を利用した2,500ｋＷｈの水力発電が可能であると考
えていた。
オールイスラエルプランは,この国営水輸送網計
画にフラー湖の干拓，灌慨を加えたものであっ
た。1950年代半ばまでに干拓，灌概の進んだ北部
イスラエルでは，フラー湖はフラー盆地，エズレ
ルバレーはエズレル平野へと姿を変えようとして
いた。イスラエル全体でも,耕作地の増加とともに
農作物のヘクタールあたりの収穫量も増加し，麦
の平均収穫量でみると1948年800ｋｇから1965年
2,400kgと3倍になっている25)。1950年から1958年の
間にGNPは年平均5.2％上昇し，人口は2,000,000人
を超えようとしていた26)。
イスラエル政府は全ての水を国営会社メコロッ
トが販売することとし，商工業設備より農業への
安価な水供給を優先させた。
一方では，パレスチナ難民の大量流入を経験し
たヨルダン，シリア，レバノン，エジプトのう
ち，特にヨルダン川西岸地区を抱え込んだヨルダ
ンは，自国とイスラエルとの間のヨルダン川の水
配分に神経を尖らせることとなった。
ヨルダンはイスラエルがフラー湖干拓，灌概の
ためにガリラヤ湖の水門を閉じたためシリアとの
二国間に緊張が高まることを懸念していた。１９５２
年ヨルダンと国連パレスチナ難民高等弁務事務所
はアンマンのアメリカ系技術開発会社社員ミル
ス・ブンガーが提案したブンガープランを受け入
れた。このプランは1949年にヨルダン政府がイギ
リスと共同で作成したマクドナルドプランに基づ
いている。それらはヨルダン川の支流ヤルムーク
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あったのである28)。
1955年，ヤルコンーネゲブ計画が開始され，テ
ルアビブの東にあるヤルコン川の水源の一つであ
る湧泉ロシュ・ハアインから2本のパイプラインを
通す事業が着工された。長さ106ｋｍのパイプライ
ンの１本は北方ネゲブ砂漠地域へ，さらにもう一
本のパイプラインはテルアビブ市へ到達し0.1億㎡
の水を供給した。２本のパイプラインはそれぞれテ
ルアビブからレホポットユダ高地のクファル・
ウリヤを経由して西エルサレムへ水を供給した。
北方では西部ガリラヤーキション計画が実施さ
れ，西部ガリラヤ地方の湧水などがエズレル峡谷
にいったん集められ，パイプでハイファ市まで送
られた。さらにハイファ郊外のキション川から０．０７
億㎡が汲み上げられ年間1.8億､iの水が地域に供給
された29)。
１９６１年のイスラエルの都市における水消費量の
推定をみると2.86億㎡であり内訳は飲料水が2.245億
IIi，工業用水0.62億㎡であった。しかし実際には各
都市の節水対策がゆきとどき－人当たりの使用量
が年間おおむね80㎡以下の使用となっていた。し
かしながら農地に回される水は10.85億㎡であり，
いかに農業が国の産業として保護されていたかが
数字にあらわれていた30)。
イスラエルの農業政策において水は供給量だけ
でなく質も問われた。５，０００ppm以上塩化した水は
3,500ppmまで逆浸透膜方式で淡水化された。水の
汽水化は特にネゲブ砂漠北部と西部に見られたの
で，砂漠の中の都市ベエルシェバで淡水化が実施
された。
しかしこの時点で，地中海沿岸水域からの取水
段階で20％が塩化しており，イスラエルの水事業
がすでに自然環境の持つ水供給の許容範囲を越え
て環境の悪化を招いていたことがわかる31)。
1960年代には灌慨された農地においても，節水
対策が必要になっていた。農地に必要な淡水の散
水は，スプリングクラーに切り替えられていっ
た。
国営水輸送網は1959年から一部水供給が始ま
り，1963年にネゲブ砂漠までの供給が開始され
川のアダシア取水口に4.8億ndの貯水が可能なマカ
リーンダムを建設し，東岸の東ゴール地域を灌慨
し100,000人のパレスチナ難民を再入植させ，シリ
ア，ヨルダン両国へ水力発電による電力供給する
ことを計画したものであった。ヨルダンとシリア
はヤルムーク川の共同使用に合意したがイスラエ
ルはこの計画を認めず，この計画受け入れに抗議
した27)。
1953年，幾つかの水利権を巡る紛争解決と地域
の緊張を緩和するため，アメリカのアイゼンハ
ワー大統領は大統領特命全権公使としてエリッ
ク・ジョンソンを現地に派遣した。
1953年は,イスラエル建国以前から底辺にあった
水利権，水配分，エネルギー開発に絡んだ周辺ア
ラブ諸国とイスラエル間の対立が大量の人口移動
とその吸収によって一層過敏となり,政治的な地域
紛争と深く連動していく起点となる年だったとい
えるであろう。
1954年にイスラエルによって提案されたコット
ンプランは，国際紛争地域であるヨルダン川流域
の水供給問題は政治的に計画されるよりもむしろ
水源地域の開発と技術開発の視点にたって計画さ
れるべきであるという考えに基づいて作成され
た。それはレバノンを流れるリタニ川の水をイス
ラエルへ導入することも含めたプランであるが，
それとともに地下水の利用も提案していたことは
注目されるべき点であろう。そのためコットンプ
ラン（1954年）ではイスラエルの水分配量はジョ
ンソンが提案したジョンソンプラン（1955年）の３
倍になった29)。
こうして立て続けに発表される国際的水配分を
巡る計画が協議される一方で，イスラエルは国営
水輸送網といった長期計画に着手するとともに，
他の諸手段をも使って自国民の水供給を着々と進
めていった。
灌慨地域の拡大とともに，地中海沿岸の三大都
市ハイファ，テルアビブ，エルサレムとその周辺
地域への灌概，飲料水および生活用水の供給はイ
スラエルにとって急務であった。そのため比較的
短期間に低コストの水資源開発を実施する必要が
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た。それ以後イスラエル国民の水に関する最大の
関心事はガリラヤ湖の水位となったのである。
その後ガリラヤ湖の水位は確実に低下していく
傾向をたどり，水源の幾つかがシリア領内にある
ことも確実に水を得たいイスラエルにとっての不
安要素となった。
そのためイスラエルは貯水と水の再利用を見直
す必要に迫られた。それを受けて1968年に導入さ
れたコスタルプランでは，砂漠気候地帯に冬季に
だけ降る雨を枯れた川ワジに集めて貯水するこ
と，都市近郊の水供給については小規模ダムの設
置，汚水の処理と再利用，点滴灌概，また地下水
をさらに深い地層部分から汲み上げることが計画
された。この計画は発表されると「借金をさらに
操返すようなプラン」だと酷評された32)。特に酷評
されたのは塩化した地下水をさらに深部から汲み
上げる計画であった。ところが調査の結果，海水
が浸入した深部の地下水の水質は鉱物の混入が少
なく平衡状態の水質であると判明したため，年間
0.40億㎡の深部地下水が淡水に混入されるように
なった。このプランにあげられた水利用は，その
どれもが1970年代に入り成果をあげていったので
ある。
塩化に苦慮するイスラエルに原子力脱塩化装置の
設置をアドバイスしていたことがアラブ諸国にど
のような影響をおよぼしていたかという問題が考
察されることが必要である。
ここでは特にヨルダン川西岸から発せられたテ
ロの背景にある主要問題とシリアとイスラエル問
の交戦は背景が異なることを指摘し，後者に考察
の重点をおくこととする。西岸の要因はPLOのテ
ロとイスラエルの報復の連鎖であるが，シリアと
の交戦の背景には水利権と配分にまつわる問題が
存在していたのである。以下では水問題に焦点を
あてて，６日戦争までの経緯をたどってみたい。
1964年アラブ首脳会議はイスラエルの国営水輸
送網の全面開通を目前にして，その阻止あるいは
対抗策を考え出さなければならなかった。そのた
めに作成されたのがアラブ・ダイバージョン計画
であった弧)。アラブ首脳会議で承認されたその計画
は，ヨルダン川上流のシリアを流れるハスバニ川
をレバノンのリタニ川へ国際転流し，シリア国内
でバニヤス川をヤルムーク川へ転流させてムケイ
バダムに貯水，ヨルダン川の水量を3分の1にする
ものであった。資金はサウジアラビアとエジプト
が負担し，着工することとなった。このときレバ
ノンは国際法の流域内優先開発の原則を主張して
転流工事を受け入れなかった。結局レバノンはこ
の水紛争に巻き込まれることはなかった35)。しかし
シリアは1964年転流工事に着手した。このことが
イスラエルにとって対シリア強硬策をとる引き金
となる。
他方，イスラエルでは1962年国内のユダヤ系人
口が2,000,000人を越えたが，ユダヤ系人口は,さら
に増加を続けており，イスラエル政府に課せられ
た農地開発，水供給の確保は，以前にもまして最
優先課題となっていたのであった。
イスラエルにとっては，ゴラン高原を流れガリ
ラヤ湖へいたるバニヤス川と上流にある湧泉のダ
ンがシリア領内にあることは水供給の水道の元栓
を握られているにも等しく，それが国営水輸送網
建設後には悩ましい問題となっていた。
実際イスラエルの水利権拡大と領土拡張に懸念
第三節６日戦争とイスラエル国営水輸送網
これまで国際関係論で6日戦争へ至るまでの経緯
が説明されるとき，危機の背景としてパレスチナ
難民の移動，1964年のアラブ首脳会議において
PLO，パレスチナ民族解放機構（PalestineLibera‐
tionOrganization）の創設が決議されたこと，そし
てシリアによるファタハへのゲリラ活動支援があ
げられてきた。しかしイスラエル第六代大統領ハ
イム・ヘルツォーグが「前々からイスラエルは多
くの機会にチラン海峡の封鎖とヨルダン川分流は
戦争行為と考えられる旨，宣言していた」と著書
の中であきらかにしているにもかかわらず，水政
治を主因の一つとして詳しくリサーチすることは
試みられてこなかった33)。さらに，1967年５月にア
メリカがワシントンの「水と平和協議会」で水の
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信した。当初エジプトは反応しなかったが，エジ
プトと密接な関係にあったソ連がシリアと同じ
誤った`情報をエジプトに伝えたため，アラブ諸国
は正確な事実確認の無いまま戦闘態勢に入って
いった。そして６日戦争へと至った。
一方，国際関係論において通常論じられる６日戦
争へと至る経緯は以下のようである。1966年イス
ラエルはPLOのテロ発信基地となっていたヨルダ
ン国内のヨルダン川西岸，ヘブロン丘陵のアルサ
ムー村へ機甲，航空戦力を投入した。これにヨル
ダンはじめアラブ諸国が強く反発し，反イスラエ
ルの気運が高まった。ざらにイスラエルはシリア
のハスバニ川転流工事とヤルムーク川のダム建設
現場を爆破，それに応じてシリアがイスラエルと
の国境において1967年４月に国境近くのイスラエル
村落に砲撃を激化させたためイスラエル空軍が出
動し，ゴラン高原でシリア軍と交戦となった。イ
スラエルの空爆はシリア領土深部に及びイスラエ
ル，シリア間の緊張が高まった。シリアはイスラ
エル軍が総攻撃をかけるため国境に集結している
とエジプトに情報を流した。エジプトのナーセルは
同盟国としてシリアを支持するとの声明を発表し
たものの'情報には懐疑的であった。しかしソ連か
ら同様の誤報が届いたため，ナーセルはそれを信
じ，５月17日カイロから大部隊をシナイ半島のイス
ラエル国境へとむかわせ５月22日チラン海峡封鎖を
宣言した。そして６月５日の開戦に至った。
従来の国際関係論は,このようにPLOをめぐる対
立を主たる要因に据えているのであるが，これに
水政治学的視点を加えれば，このヨルダン川流域
が抱えるイスラエルと周辺アラブ諸国の対立の構
図がさらに立体的にみえてくるのではないだろう
か。
６日戦争でイスラエルがハスバニ川取水口へ爆撃
を加えたためシリアはバニヤス川転流計画を完全
に放棄し，ヨルダンはヤルムーク川のマカリーン
ダムを破壊された。その後ヨルダンは,ヨルダン川
西岸をイスラエルに占領されたためヨルダン川を
挟んでイスラエルと水利権をめぐって直接対時す
ることとなった。エジプトはガザとシナイ半島を
を抱いたシリアは，イスラエルがフラー湖干拓，
灌慨事業に着手した頃から，工事現場へテロを頻
繁に送り込んできていた。そのため，イスラエル
にはシリアがイスラエルへの水供給路を断ってく
るのではないかという懸念がすでに存在してい
た。1950年代にもシリアからイスラエル北方の村
落への砲撃は継続的になされ，さらにシリア領内
の基地からイスラエルへ侵入してくるＰＬＯのテロ
も続いていた。1960年代に入ってもシリアからイ
スラエル村落への爆撃が頻繁化する傾向にあっ
た。干拓，灌概が進みフラーが非武装地帯の農地
に変わっても攻撃はやむことが無く，農作業中の
農民が狙撃されるなど被害は市民にも及んでい
た。
交戦は次第に激しくなり，1965年３月，５月，
８月，イスラエル軍はシリア国内で行なわれてい
たバニヤス川からヤルムーク川への転流工事現場
へ戦車を出動きせ攻撃した。そしてついにイスラ
エルは1966年７月空軍を出動させ，長距離砲と戦車
砲をもってシリア国内で行われていたバニヤス川
からヤルムーク川への転流工事現場を爆撃した。
それほどまでイスラエルを神経質にさせた理由
は，転流工事が完了すればガリラヤ湖へ流れ込む
水量が従来の3分の１に減少し，国営水輸送網が取
水を継続すれば，ガリラヤ湖の水位が著しく低下
することが容易に推測できたからである。またア
ラブ諸国の目的もそこにあった。しかしそれは水
供給を断たれるイスラエルの死活問題だったので
ある。
1967年４月７日シリアはイスラエル領内の村落に
むかって長距離砲での攻撃を激化させた。シリア
は当時政権を握っていた左翼党のバース党がソ連
からの支援を受けており，ゴラン高原に砲兵陣地
を設置していた。イスラエル空軍が出動して，こ
の砲兵陣地に爆撃を加えるとシリア空軍はミグ戦
闘機を出動させ，空中戦となりイスラエル空軍の
フランス製ミステール機はシリア空軍のミグ戦闘
機6機を撃墜した。
シリアはこの攻撃に神経質になり，イスラエル
軍が国境に終結したという知らせをエジプトへ発
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占領された。こうしてイスラエルは6日戦争でゴラ
ン高原とヨルダン川上流の水源の一つ，ダンを手
中に納めた。さらにヤルムーク川渓谷とマカリー
ンダムまでの距離も縮め，ヨルダンとの交戦の
末，ヨルダン川西岸を占領したことにより，地下
水帯とヨルダン川全流を管理下においた36)。このよ
うな結果の上にたってもシリアとイスラエルの紛
争に端を発して勃発した6日戦争の主的要因が水問
題であったということができるのである。
６日戦争後にも水問題がさらに政治的問題である
ことに変わりはなかった。６日戦争後のヨルダンは
1959年に開始した東ゴール灌概幹線水路の第一期
工事を終えようとしていた。イスラエルは6日戦争
においても東ゴール灌慨幹線水路には爆撃を加え
ていなかった。一方ヨルダンは国内でさらなるパ
レスチナ難民流入の受け入れを余儀なくされてい
た。ヨルダン政府にとって，ヨルダン川西岸地区
からの流入で急増した人口とそれに伴う水消費量
増加の対策を迫られるようになったのである。
またイスラエルも同様に6日戦争で管理下におい
た西岸，ゴラン高原，ガザ，シナイ半島の水供給
が必要となっていた。さらに，イスラエルにとっ
ての悩みは，停戦後もヨルダン川東岸基地とイラ
クから発せられるテロ攻撃にさらされ続け，ＰＬＯ
との抗争で多くの犠牲者をだし続けたことであっ
た。そのためイスラエルはPLOのテロを取り締ま
ることのできないヨルダン政府に対して抗議を続
け，ついに1969年空軍を出動させて東ゴール幹線
水路を爆破するに至った。水路の使用は不可能と
なりヨルダン渓谷の農業は灌概用水路を失って生
産を減少させた。そしてこの事件はヨルダンが
PLOを国内から追放する黒い９月事件へとつながっ
ていった。６日戦争から黒い９月事件まで一連の中
東情勢の変化は水政治学上の転換期であった。
程は，さらに別の角度から省みることが必要であ
る。水政治学的視点から６日戦争を考察すると，数
十年にわたる水利権と量の分配にまつわる協議が
なされてきたことがわかる。さまざまなプランが
浮上して達成できずに雲散霧消していく過程が隣
国との対立を激化させ，それがヨルダン川流域の
経済と政治の変転に重なっていくのであった。
第一節で取り上げた国際河川のさまざまなプラ
ンは政治的利害を反映しているが，イスラエルの
コットンプランにはそれだけではなく淡水化ある
いは地下深層水汲み上げなどの技術と二国間の直
接対話，特にレバノンとの間の交渉によって地域
協調を行っていく考えが含まれており，その水政
治学的要素にもっと注目してもよいであろう。
コットンプランと同じような，地域協調を前提
とした水開発計画にトルコの「ピースパイプライ
ン」がある。1989年にトルコ大統領となったオザ
ルによって提案されたこの計画がアラブ諸国の反
発を招いたことは記憶に新しい。ユーフラテス川
上流トルコからアラビア半島全体に水輸送パイプ
を通すこの壮大な構想は，地域全体の水政治学的
問題を考慮に入れる必要があった。結局トルコに
水配分の権限を握られてしまうことを恐れたアラ
ビア半島の各国が「国家主権の存続」に関わると
懸念を呈し，計画は棚上げとなった37)。
第二節ではイスラエルの水政策が移民流入と吸
収に深く関わっていたことが分った。それはイス
ラエルのみならず，ヨルダン，シリア，レバノン
も同様であった。さらにイスラエルは1950年代に
すでに水の塩化に気づいている。これについては
アメリカがコロラド川を灌慨した際にレタス畑の
土壌に塩化を発生させ，さらに加えて下流のメキ
シコ農業に多大な損害を与えたケースが先例とし
てあげられる。この解決策として提案されたのが
ユマの脱塩プラントであった。逆浸透膜モジュー
ル淡水化装置はその後イスラエルも導入すること
になる38)。
1950年代の灌厩による地下水の汽水化，あるい
は土壌の塩化は1960年代の点滴灌概，淡水化プロ
ジェクトへつながり，さらに'980年代後半にはそ
おわりに
６日戦争に関する考察は外交政策や地政学の観点
から語られてきたが，イスラエル，シリア間で始
まった砲撃が空爆となり対空戦となっていった過
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れがハイテク産業へ発展していく。その一方でエ
ネルギー消費が1959年から1970年年間8％上昇し，
さらにその後も上昇を続けたこともあり，水の淡
水化コスト削減のためにイスラエルは使用エネル
ギー源をソーラー（風力，波，バイオマス）とあ
らゆる自然の資源に求めるようになっていくので
あった。
第三節において指摘した中東政治を水政治学的
に分析することの必要』性は，これまで「土地と平
和」の交換と位置付けられていた解決策を，「水
と平和の交換」，「水質保全に関する地域協調」
に置き換えることが必要であることを示唆してい
る。
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